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研究成果の概要（和文）：本研究は、再生可能エネルギーの供給変動を念頭に置いたダイナミックプライシング
により、インバランスリスクや電力卸売市場からの調達量を軽減させることができるかをフィールド実験により
実証するものである。
実験の結果、ダイナミックプライシングによる電力消費削減の平均処置効果は約5％であることが示された。太
陽光発電等の再エネを主力電源とする新電力会社がこのようなプライシングにより需給マッチを図る可能性を示
唆している。

研究成果の概要（英文）：The Study aimed at seeking the possibility to match the household electric 
power demand and supply from time-variant renewable energy through introducing a dynamic pricing.
The field experiment in a remote island revealed that the treatment effect of dynamic pricing was 
approximately 5% reduction compared to control group and pre-intervention period.
The result suggests that a dynamic pricing would be effective to mitigate the gap between demand and
 supply from renewable energy such as solar photovoltaic generation. 

研究分野： 環境・エネルギー経済

キーワード： dynamic pricing　power consumption　field experiment
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ダイナミックプライシングによる電力需要制御はこれまでおもにピークカットのために実証が進められてきた。
一方、時間変動する再生可能エネルギー出力と需要をマッチさせる目的の研究は国内外をみてもほとんど例はな
く、小規模ながらもフィールド実験でその効果を実証できたことは、研究成果の学術的意義である。
太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーの普及が進み、夜間・曇天時の供給不足だけではなく、昼間・晴
天時の供給余剰による電力系統への受入れ停止といった事態も発生している。
ダイナミックプライシングを通じた需要側の行動変容で再生可能エネルギーをフルに活用できる可能性を示した
ことが本研究成果の社会的意義である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、世界規模で気候変動への対策が進められており、発電部門においても、CO2 排出量の少

ない再生可能エネルギー（以下、再エネとする）の導入割合を増やすことが喫緊の課題となって
いる。2015 年にフランス・パリで開催されたCOP21（国連気候変動枠組条約第21 回締約国会議）
では、2020 年以降の温暖化対策の国際枠組み『パリ協定』が採択され、日本は2030 年までに
2013 年比で26％のCO2 排出量を削減することを宣言した。これは欧米と比べても野心的な目標
となっており、エネルギーミックスによる世界最高水準の排出量原単位への挑戦が必要となっ
ている。 
しかしながら、日本では、依然として、再生可能エネルギーによる発電割合は低いのが現状で

ある。これには、再生可能エネルギーによる発電が、従来の発電と比べて発電コストがかかる、
安定供給が難しいなど、再生可能エネルギー発電が持つ様々な性質が関係していると考えられ
るが、欧州では、電力供給の5割前後を再生可能エネルギーでまかなう地域も現れている。 
また、近年は新たな問題として、再生可能エネルギー発電による電力が地域や時間帯によって

は過剰供給になる、つまり、電力が余ってしまうという状況が起きており、一部の地域では系統
への受け入れ制限をせざるをえない事態も生じている。今後、電力システム改革と再生可能エネ
ルギー普及が両立するよう、適切な対策をとることが求められているといえる。 

 

２．研究の目的 
上記の背景を踏まえ、本研究では出力に時間変動のある再エネと家庭用電力需要のマッチン

グを消費の見える化やダイナミックプライシングで実現できるかどうかをフィールド実験によ
り実証することにある。 
可能性が示唆されれば、再エネシェアの高い電力を環境意識が高い消費者や電力起因のCO2 排

出量を減らしたい企業に販売する新電力（PPS）での社会実装が考えられる。たとえば、再エネ
の供給変動を念頭に置いたダイナミックプライシングにより、PPSのインバランスリスクやJEPX 
からの調達量を軽減させることが期待できる。 

 

３．研究の方法 
兵庫県南あわじ市沼島で行われた、ダイナミックプライシング方式を用いた経済実験では、太

陽光発電の供給に沿った電力消費を促す取り組みであり、従来のピークカット、ピークシフトを
目的とした実験とは異なり、太陽光発電による電力供給が過多（過少）になっているのに対して、
消費者にプライシングを通じて消費を促す（抑える）ことを目的としている。供給量の不安定な
太陽光発電（再エネ）の普及の観点から、極めて重要な実験であるといえる。 
この経済実験は、2016 年7 月6 日から、同年8 月16 日にかけて行われた（図1参照）。7 月

6 日から7 月20日までを実験前期間、7 月20 日から8 月2 日を実験期間、8 月2 日から8 月16 
日までを実験後期間と設定している。また、実験参加世帯数は50（世帯）であり、これらを実験
群28 世帯、対照群22 世帯にランダムに分けた。 
また、実験参加世帯に対し、実験開始前に7,000 ポイントを付与し、実験終了後に残ポイント

に相当する現金を支払うこととした（1 ポイント＝1 円）。ポイントの控除率は、気象庁による
徳島の週間天気予報（7 月19 日と7 月26 日発表）に基づいて決定された。具体的には、前日、
当日両方の予想に晴れが含まれている場合に20pt/[KWh/人]、前日、当日のどちらかに晴れが含
まれている場合40pt/[KWh/人]、前日、当日両方に晴れが含まれていない場合80pt/[KWh/人]控除
するとこととし、発電・蓄電が少ないと想定される日ほど控除ポイントが高く設定されている。 
14 日間の実験期間のうち、控除率20pt/[KWh/人]の日が4 日間、40pt[KWh/人]が4 日間、

80pt[KWh/人]が6 日間であった。各世帯の電力消費量はスマートメーターによりリアルタイム
に計測され、これを1 時間ごとの消費量に集計して計量分析に用いた。また、各世帯にタブレッ
トを配布し、自世帯の電力使用量、タブレットを配布している全世帯の一人当たり平均電力使用
量、前日のデータを対象にした電力使用量ランキングの情報を得られるようにするなど、リアル
タイムな可視化あわせて行った。 
 
４．研究成果 
ダイナミックプライシング実験が電力消費量に影響を与える要因を明らかにするために行っ 

たパネルデータ分析の結果について考察する。 
このパネルデータ分析では、ハウスマン検定により変量効果モデルが採択された。推定の結果

（表1）を見ると、決定係数が0.5641 となっており、推定式の説明力は6割弱となっている。 
分析結果を順にみると、プライシングに関する変数として用いた実験群ダミー変数は有意な

結果が得られなかったものの、実験期間ダミー変数は5％水準で有意な結果となっており、実験
期間中はそれ以外の期間と比べて電力使用量が5.2％増加することが分かった。 
実験期間中には電力消費量が5.2％増加したのは、実験前期間に比べて気温が大幅に上昇した

ことにより消費量増加効果を冷房度変数が十分に制御できなかったためと考えられる。 
また、差分の差分法に関する変数（実験群ダミー変数と実験期間ダミー変数の交差項）によっ

て推定したプライシング効果の結果は1％水準で有意な結果となり、プライシングによって電力



消費量が5.7％減少することが明らかになった。このことから、プライシングによって電力消費
をコントロールすることができるといえる。 
また，ポイント控除率（疑似的な価格）の違いによって電力消費量がどのように変化するか

を示したのが図 2である。控除額 20pt の日は、実験前期間と比べて電力消費量が 2.44％増加
し、控除額 80pt の日は、実験前期間と比べて電力消費量が 1.97％減少することがわかる。 
控除額が少ないほど消費者は電力消費を増やす傾向にあり、また、控除額が多くなるほど電

力消費を抑えようとしている。ダイナミックプライシングの介入を受けた世帯が何らの行動変
容を起こし，太陽光発電ポテンシャルに沿う形で電力消費をシフトさせた解釈できる。 
控除率が 300%変化したときに、エネルギー消費は 220％変化しているので、価格弾性値は

0.73(=220/300)となる。 

 

 

  

【図1 フィールド実験の期間と設計】 

 



【表 1 電力消費量に与えるダイナミックプライシングの効果の推定結果】 

モデル パネルデータ分析（Random Effect モデル） 

サンプル数 28,617 

グループ数 43 

自由度調整済み決定係数 within: 0.1226 

between: 0.5641 

overall: 0.2874 

項目 回帰係数 z 値 p 値 

実験期間中ダミー変数 0.0516*** 5.29 0.000 

実験群ダミー変数 -0.1451 -1.39 0.164 

プライシング効果 -0.0573*** -4.70 0.000 

世帯人員数 0.1416*** 2.87 0.004 

冷房度 0.0326*** 14.06 0.000 

日平均風速 -0.0126*** -4.89 0.000 

エアコン台数 0.0038 0.05 0.962 

冷蔵庫台数 0.2451** 2.31 0.021 

業務用冷凍庫台数 0.2648*** 2.60 0.009 

オール電化ダミー変数 0.2604** 2.52 0.012 

木造家屋ダミー変数 0.0361 0.24 0.807 

南区ダミー変数 0.0633 0.33 0.739 

中区ダミー変数 0.0919 0.56 0.575 

北区ダミー変数 0.1326 0.74 0.461 

東区ダミー変数 -0.0555 -0.31 0.755 

アクセス回数 0.0791*** 3.46 0.001 

時間帯ダミー1（0-3 時） -0.1969* -1.65 0.098 

時間帯ダミー2（3-6 時） 0.0262** 2.19 0.028 

時間帯ダミー3（6-9 時） -0.0891*** -7.27 0.000 

時間帯ダミー4（9-12 時） -0.0067 -0.48 0.634 

時間帯ダミー5（12-15 時） 0.0437*** 2.97 0.003 

時間帯ダミー6（15-18 時） 0.3819*** 28.13 0.000 

時間帯ダミー7（18-21 時） 0.3684*** 30.77 0.000 

（注）***、**、*はそれぞれ統計学的に 1％、5％、10％水準で有意であることを示す。 



 

 
【図 2 控除額に対する電力消費量の変化率】 
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